国際的環境汚染問題と環境経済政策 by 徐 学柳
国際的環境汚染問題と環境経済政策
著者 徐 学柳
号 15
学位授与機関 Tohoku University
学位授与番号 経博第138号
URL http://hdl.handle.net/10097/59208
Xu 
氏名(本籍地) 徐
v 山尚子
柳
学位の種類 博士(経済学)
学位記番号 経博第 138 号
学位授与年月日 平成23年 3 月 25 日
学位授与の要件 学位規則第 4 条第 1 項該当
研究科、 専攻 東北大学大学院経済学研究科(博士課程後期 3 年の課程)
経済経営学専攻
論 文 題 目 国際的環境汚染問題と環境経済政策
博士論文審査委員 (主査)
教授秋田次郎 准教授鈴木賢一
論文内容の要 ヒ目ー
第 1 章 イントロダクション
1.1 研究背景
先進国は先に世界を汚したからこそ経済を成長させたが、今日最も注目されているのは発展途上
国の経済発展がどう世界の自然環境に悪影響を及ぼすかということである。
発展途上国では、国内生産のために、先進国と希少資源の略奪戦を暗黙的に挑発しているが、実
は、国内生産の一部は先進国のためにつくっている。生産により、自国の環境を破壊し、回避不可
能な越境汚染を引き起こしているため、先進国からの不満をついつい受けている。発展途上国では、
このようなジレンマが存在している。なお、貿易、環境保護政策によって、国内の勤め口が増えた
り、減ったりすることによると、都市=農村労働移動現象が繰り返し起こっている。
他方、先進国では、国内の経済は一定の程度まで発展していて、国内の需要がある水準までとま
る。経済を更に成長させるため、貿易へのイノベーションを内生的に起こる傾向がある。たとえば、
clean energy の技術開発や、リサイクル技術など環境に優しい技術をかなり成長させている。そ
れらのハイ・エコテクは、 COP15によって、発展途上国へのビジネスチャンスを生み出す可能性
が高まっている。なお、先進国は国内生産や貿易財をつくるために、発展途上国と稀少資源(稀少
金属など)を争奪している。先進国での経済構造革新によって、新たな勤め口が出てくると考えら
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れる。先進国における環境制度は厳しくなって、多くの重製造業は海外へ移転した、あるいは移転
する傾向が高まっている。先進国の製造業の進入によって、発展途上国の失業状況が改善されたこ
とがあったが、先進国における失業状況がますます悪くなる可能性がある。
そして、長い目で見れば、発展途上国の経済は徐々に発展し、ある程度に至ったら、よりよい生
活環境を達成するため、内生的に、環境制度が厳しくなって L 、く。その結果、先進国から進入して
きた企業にも影響を与え、それらの企業が発展途国から退出する傾向が生じ、そして、発展途上国
の国内の失業状況への影響も発生しうる。
発展途上国の C02 排出を厳しく要求されつつある今日、先進国との密接的な国際貿易が続けら
れるために、どんな環境保護政策を取り入れれば発展途上国の福祉を最大化することができるか。
上述で述べたような発生しうる現象を数式化にし、発展途上国における異なる環境保護政策はどの
ように福祉に影響を及ぼすかを明らかにする。
国際貿易は発展途上国の経済発展、自国の自然環境の破壊にどんな影響を与えるか。経験的には、
自由貿易を通じて、自国における工業を発展させたが、かなり国内の自然環境にダメージを与えた
ことは少なくな L 、。典型的に、中国、インドのどちらも自国の環境汚染は悪化しつつあるだけでは
なく、越境汚染まで引き起こすこともある。世界に好ましくない影響を及ぼしている。
大東 (2008) より、発展途上国は outward -orien ted 成長によって、かなり経済を成功的に成長
させたが、発展途上国はまだ国内の貧困問題をうまくこなす必要がある。発展途上国における一つ
の特徴付けの貧困問題とは、都市=農村労働移動より生じた都市部の失業問題である。今日でも、
都市部の失業の減少は発展途上国経済におけるきわめて重要な発展目標である。また、環境の劣化
は特に貧しい人、発展されていない国の住民に悪影響を与える。
ゆえに、発展途上国における環境保護政策及び貿易自由化の調和についての探究を行うためι、，
それぞれの国における環境政策及び国際貿易はどのように都市部の失業に影響を与えることを考え
なければならな L 、。
1.2 研究目的及び位置付け
本論の目的とは、主に二つある。一つは、発展途上国における最適「汚染需要・汚染供給」と都
市失業問題の関係を明らかにする(第 5 章)。さらに、自由貿易によって、先進国=発展途上国に
おける環境汚染変化、環境政策、失業の関係を明らかにする(第 6 章)。もう一つは、国は経済成
長と共に、一人当たりの収入が増加すれば、環境保護への取り込むことも高まるという環境クズネッ
ツ曲線 CEnvironmental Kuznets Curve EKC) 仮説を用い、先進国=発展途上国における
uneven 発展がどのように二国の環境汚染に影響を与えるかを明らかにする。さらに、海外投資の
メリット、デメリットを明らかにする(第 7 章)。
1.6 アウトライン
第 2 章では、既存の 4 つのアプローチにとって、汚染排出税が変わると都市部失業量・失業率へ
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の影響の共同点と相違点を明らかにする。結果的に、 4 つのアプローチは同じ効果を引き起こすこ
とがわかった。
第 3 章では、都市工業部門、農村農業部門におけるそれぞれの労働の限界生産曲線の弾力性はど
のように都市部における失業量と失業率に影響を与えるのかを明らかにする。さらに、要素と汚染
性インプットの代替・補完関係はどのように都市部失業量と失業率に影響を与えることを明らかに
する。
第 4 章では、 khan タイプのスタンドのハリス=トダロー経済におけるリプチンスキー定理
(Rybczynski Theorem) とスト lレバー=サミュエルソン定理 (Stolper-Samuelson Theorem) を
証明する。
第 5 章では、コープランド=テイラー (2003) の「汚染需要・汚染供給」モデルにハリス=トダ
ロー・タイプ失業を導入し、二重経済(特に発展途上国)における汚染需要と汚染供給の関係を明
らかにする。更に、環境政策及び汚染排出量の変化はどのように失業に影響を与えるのかも明らか
にする。
第 6 章では、本論の目的とは、相対的に貧困の国(発展途上国)と相対的に豊かな国(先進国)
の間における貿易はどのように各国の環境、失業、福祉に影響を与えるのかを明らかにすることで
ある。
第 7 章では、国は経済成長と共に、一人当たりの収入が増加すれば、環境保護への取り込むこと
も高まるという環境クズネッツ曲線 CEnvironmental Kuznets Curve: EKC) 仮説を用い、先進
国=発展途上国における uneven 発展がどのように二国の環境汚染に影響を与えるかを明らかにす
る。さらに、海外投資のメリット、デメリットを明らかにする。
第 2 章 ハリス=トダロー・モデルを用いたアプローチ
本章の目的とは、既存の 4 つのアプローチにとって、汚染排出税は変わると都市部失業量・失業
率への影響の共同点と相違点を明らかにする。
2.1 節では、外生汚染排出税と要素価格の視点から、汚染性インプット、汚染を引き起こす中間
財、汚染性アウトプット、汚染削減ファクター・インプットという 4 つのアプローチについて、汚
染政策は厳しくなるとどのように都市部失業に影響するかを分析する。結果的に、 4 つのアプロー
チは同じ効果を引き起こすことがわかった。 2.2 節では、外生汚染排出税と要素賦存量の視点から、
上述の 4 つのアプローチについて、汚染排出税は変わるとどのように都市部失業量・失業率に影響
を与えるのかを明らかにする。結果的に、 4 つのアプローチは同じ効果を引き起こすことがわかっ
。
た
第 3 章 ハリス=トダロー経済における都市部失業量と失業率
本章の目的とは、都市工業部門、農村農業部門におけるそれぞれの労働の限界生産曲線の弾力性
はどのように都市部における失業量と失業率に影響を与えることを明らかにする。さらに、要素と
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汚染性インプットの代替・補完関係はどのように都市部失業量と失業率に影響を与えることを明ら
かにする。
3.1 節では、都市工業部門、農村農業部門におけるそれぞれの労働の限界生産曲線の弾力性がど
のように都市部における失業量と失業率に影響を与えるのかを明らかにする。 3.2 節では、福祉に
ついて述べる。 3.3節では、ハリス=トダロー曲線の距離の役割とその意味を解釈する。 3.4 節では、
課税(環境税)前におけるハリス=トダロー・タイプ経済をモデリングする。 3.5 節では、課税
(環境税)後におけるハリス=トダロー・タイプ経済をモデリングする。 3.6 節では、課税(環境税)
前と課税(環境税)後の変数の変化を説明する。 3.7 節では、ハリス=トダロー曲線の関数を導く。
3.8 節では、ハリス=トダロー曲線の距離を計算する。 3.9 節では、変化しない失業量の条件を導く。
3.10節では、汚染性インプットと労働の代替・補完関係の影響を明らかにする。
本論の分析では、以下のことを明らかにした。①都市工業部門における労働の限界生産弾力性の
値にかかわらず、環境税は増加(減少)すると、都市工業部門の雇用量は減少(増加)し、工業財
アウトプットは減少(増加)する;農業部門の雇用量は増加(減少)し、農業財アウトプットは増
加(減少)する。②一般均衡と比べる時に、都市工業部門の労働の限界生産性曲線の弾力性εての
役割は大きかったが、最低賃金制度の実行する際に εては都市部の雇用量を決めるだけである。失
業量と失業率を決めるのは、二つの直角双曲線の位置と農村農業部門における労働の限界生産性曲
線の弾力性である。③ハリス=トダロー曲線は都市工業部門における可変コストである。最低賃金
制度の下でハリス=トダロー曲線は一定のコストに基づいて、どれくらい工業財を生産、どれくら
いの労働を雇用、どれくらいの dirty input を使用するかのサインである。④汚染性インプットと
労働は補完(代替)関係であるため、汚染税は増加したら、ハリス=トダロー曲線の距離は増加
(減少)し、都市工業部門の雇用量は減少(増加)し、農村農業部門の雇用量は増加(減少)する。
第 4 章 リプチンスキー定理とストルパー=サミュエルソン定理
ここでは、スタンドのハリス=トダロー経済におけるリプチンスキー定理 (Rybczynski
Theorem) とストルパー=サミュエルソン定理 (Stolper-Sam uelson Theorem) を証明する。ま
ず、 4.1 節では、 Matusz (1985) のより簡単の証明プロセスを用いてリプチンスキー定理を証明し、
次に、 4.2節では、ジョーンズ・アプローチを用いて、ストルパー=サミュエルソン定理を証明す
る。最後に、 4.3 節では、ジョーンズ・アプローチ (Jones. 1965) を用いて、リプチンスキー定理
を再証明する。二つのアプローチを用いて同じ結果を導くことができる。
第 5 章 発展途上国における環境汚染、環境政策、失業問題~都市=農村の賃金格差~
今までハリス=トダロー・タイプ経済(高い賃金の都市工業部門と低い賃金の農村農業部門から
なるいわゆる二重経済、特に賃金格差のある発展途上国)における環境政策、失業、関税に関する
理論研究は数え切れないほど存在しているが、発展途上国における最適「汚染需要・汚染供給」
(最適環境政策及び最適汚染排出量のことを指している)についての研究が見当たらな L 、。そして、
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本論では、コープランド=テイラー (2003) の「汚染需要・汚染供給J small open economy モ
デルに(部分均衡の)ハリス=トダロー・タイプ失業を導入し、二重経済(特に発展途上国)にお
ける最適「汚染需要・汚染供給」関係を明らかにする(最適汚染排出環境税)。更に、(労働賦存量
の増加により生じた)失業量のことはどのように環境政策及び汚染排出量の変化に影響を与えるの
かを明らかにする。
5.1節では、ハリス=トダロー・タイプ経済にコープランド=テイラー・タイプ汚染排出システ
ムを導入する。 5.2 節では、汚染削減技術を定義する。 5.3 節では、コスト最小化問題を紹介する。
5.4節では、消費者効用関数を定義する。 5.5 節では、国民所得及びその性質などを紹介する。 5.6
節では、汚染需要; 5.7 節では、汚染供給; 5.8 節では、調整均衡を明らかにする。 5.9 節では、環
境政策の変化はどのように失業に影響を与えることを明らかにする。最後に、 5.10節では閉鎖経済
における汚染需要と汚染供給の関係も紹介する。
本論の貢献(結論)主に三つがある。
①本論文の第 4 章では、 Khan タイプのハリス=トダロー・タイプ経済におけるリプチンスキー
定理、ストルパー=サミュエルソン定理は成立することを証明したため、その結果を利用して、
Khan タイプノ、リス=トダロー・モデルとコープランド=テイラー・モデルとうまくコンビネー
ションすることができた。
②ゆえに、経済全体失業量と「汚染需要・汚染供給」曲線の関係も明らかにした。その結果、失
業量は増える(減る)と、工業財の生産が増加する。ゆえに、汚染排出量、汚染排出税は増加
(減少)する;汚染排出税は増加(減少)すると、工業部門は汚染削減への努力、つまり、生
産要素の投入は増加(減少)するため、工業部門の労働雇用量が増えると、失業量の増える可
能性が高くなる。つまり、 HTK タイプの経済では、失業量が-ß.増えると、環境税が高くな
ればなるほど、失業量はもっと増える。
本論は、コープランド=テイラー・モデル、ハリス二トダロー・モデルの拡張モデル(結合)で
あるため、二つモデルの元の性質を保つところが多く、元モデルの結果を引っ繰り返すことがあっ
た。ただし、コープランド=テイラー・モデルにおける労働賦存量の増加について、経済全体雇用
量は増加・減少の可能性が両方ともあるので、この点を避けるため、本論では、はじめて、「経済
全体雇用量(あるいは経済全体雇用率)J という変数をコープランド=テイラー・モデ、ルへ導入し
た。経済全体雇用量の導入は大変便利、様々な問題を回避でき、コープランド=テイラー・モデル
における多くの関数の性質を保つことができた。
③都市二農村の賃金格差は増加(減少)すれば、失業量は増加(減少)するが、工業財の価格も
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増加(減少)するため、国民所得は増加(減少)する結果を導いた。ゆえに、賃金格差のメリッ
トとデメリットとも存在することを明らかにした。
第 6 章環境政策と国際貿易
本章の目的とは、相対的に貧乏の国(発展途上国)と相対的に豊かな国(先進国)の聞における
貿易はどのように各国の環境、失業率、福祉に影響を与えることを明らかにする。
本章では、第一章に言及された環境経済学の視点から見た発展途上国と先進国の聞における貿易
関係を分析する。コープランド=テイラー・モデルでは、 pollution haven について様々な議論を
している。比較優位は国際貿易を引き起こす要因の一つである。コープランド=テイラーは環境汚
染の視点から主に 4 つの方向によって展開した:汚染政策の違いを比較優位とした貿易パターン、
要素賦存量の違いを比較優位とした貿易パターン、汚染政策及び要素賦存量の違いを比較優位とし
た貿易パターン及び汚染負荷力を比較優位とした貿易パターンである O それぞれどのように二国の
環境、収入、福祉に影響を与えることを分析している。しかし、国際的な資本の国際移動の影響を
分析していない。資本の国際移動と伴い、 pollution 産業は資本=労働レートの小さい国へシフト
し、この国における工業部門のアウトプットは増加するが、環境も悪くなる。資本=労働レートの
多き国から出た資本のリターンはこの国の資本所有者の手元へ戻るので、他の要因を省略すれば、
収入は増加するかもしれな L 、。他に、工業部門のアウトプットは減少するが、環境の質はよくなる。
要素賦存量の差、資本の国際移動は以上の 4 つの議論と正反対の結果が出ると予想、できる。ただし、
資本の国際移動についてはある程度の資本は移動したら、貿易は停止するケースがあるから、本章
では、資本の国際移動のケースを議論しない。
二国におけるそれぞれの環境政策、汚染排出量、失業の関連を分析するには最も重要なのは二国
の間でどのパターンの国際貿易を行うことである。 6.1 節では、同じ環境政策の下で、要素賦存量
の違いを比較優位とした貿易活動はどのように二国の環境、失業、福祉に影響を与えるのかを明ら
かにする。 6.2節では、国際貿易の様々な影響を解明するために、 Khan タイプのハリス=トダロー・
モデル&コープランド=テイラー・モデルのコンビネーションしたモデル (HTKCT) における要
素価格均等化定理を証明する。 6.3 節では、国際貿易による各国における汚染排出量、失業の変化
を明らかにする。結果的に、同じ環境政策、汚染排出密度、要素賦存量だけ違うなら、自由貿易は
労働集約国の都市部失業率・失業量を改善することができ、逆に、資本集約国の都市部失業率・失
業量を増加する。結局、両国の都市部失業率は等しくなる。同時に、労働集約国の汚染需要(減少)
は左下へシフトし、資本集約国の汚染需要(増加)は右上へシフトする。 6.4 節では汚染、福祉へ
の貿易影響を明らかにする。 6.5 節では、外生環境政策と要素賦存量はどのように汚染、福祉に影
響を与えることを明らかにする。
第 7 章 Uneven 発展と環境クズネッツ
本章の目的とは，先進国 Crich) と発展途上国 (poor) からなる世界における uneven 発展と環
境問題を明らかにすることである。
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いま、 uneven 発展についての研究は流行って来たが、 uneven 発展理論における環境問題を取り
組む先行文献が見当たらない。 uneven 発展に環境汚染のことを導入すると、資本貯蓄の“格差"
だけではなく、汚染排出の“格差"の問題も出てくると考えられる。特に、経済を先に発展させた
国の資本ストックはある水準に至ったら、余りの資本を海外投資に使用するインセンティブ(相手
国には資本投資の可能性がある場合)が高まる O その結果、資本の海外投資によって、経済を先に
発展させた国は貿易相手国の環境を汚すにもかかわらず、資本投資の利益を得ることを予想できる。
本章では、 uneven 発展により生じた二国の汚染排出の“uneven" 及び資本の海外投資により生
じた汚染排出の海外移転のことについて感心を持つ。そのため、 7.2 節では、 Krugman (1981)の
uneven 発展の動学モデルに Copeland and Taylor (2003) の静学汚染システムを導入する。動学
の環境クズネッツのベースモデルを構築するために、準備する。 7.3 節では、 Krugman の uneven
発展の動学システムを詳しく説明する。環境を配慮、していない経済成長軌跡を調べ，次は，環境政
策を取り込んだ経済成長変化軌跡を明らかにする。二つの軌跡はどう違うかを解明する。結果的に、
環境政策を取り込んだ経済成長軌跡は本来のモデルと違いがなく、ただ、成長のスピードは遅くなっ
ただけである。 7.4節では、二国の uneven 発展に関する環境クズネッツ曲線の違いを明らかにす
る。 7.5 節では、国際投資と汚染排出の地域移転の関係及び、海外投資が発生した前後の二国のそ
れぞれの環境クズネッツ曲線の変化と違いを明らかにする。
7.6 まとめ
本章では、 Krugman (1981)の uneven 発展とコープランド=テイラー (2003) の環境クズネッ
ツ曲線理論を合併した。主な結論は 4 つがある。
① δ は高(低)くなればなるほど、汚染排出物の被害度が低(高) ~ ¥ ;環境税は低(高)く、汚
染排出量は多(少な L 、) ~、;環境クズネッツ曲線は高(低)くなり、ピックは右(左)側にシ
フトする。
②経済発展の初期段階では、資本ストックは増加すると、環境税、汚染排出及び実質所得は増加
する;経済はある程度成長する場合では、資本ストックが増加すると、環境税及び実質所得が
増加するが、汚染排出量は減少する。
③同じ実質所得では、先進国の環境税>発展途上国の環境税、先進国の汚染排出<発展途上国の
汚染排出となる。
④先進国から発展途上国への資本投資によって、二国の所得は増加するが、汚染性財の生産は資
本投資とともない、先進国から発展途上国へシフトする。
論文審査結果の要旨
徐学柳の提出論文は環境、貿易、失業の関連を扱う理論研究であり、文献を概観する第一章、
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Harris-Todaro (HT) 型二重経済の都市部失業に対する環境税の効果を部分均衡分析で扱う第二
章、都市部の失業率と失業量との関係を解明する第三章、 Harris-Todaro-Kahn (HTK) 型失業
が存在する経済における Stolper-Samuelson 定理と Rybzinski 定理の証明方法を改善する第四章
HTK 型失業を小国開放経済に導入する第五章、日TK 型失業を二国貿易経済に導入する第六章、
不均等経済発展貿易理論に環境支出を導入する第七章から構成される。
発展途上国では都市部と農村部の二重構造が存在し、都市部の失業問題が環境問題や貿易問題と
並んで重視される。 Harris と Todaro は都市部の最低賃金が設定されると都市部の失業にもかか
わらず農村から労働力流入が続くことを示した。 Kahn は最低賃金でなくとも都市部賃金、農村部
賃金など要素価格の自由度に拘束条件があれば同様に失業が生じることを示した。提出論文第二章
は、 HTK 型失業が存在する経済での環境税の影響を分析し、生産の投入・中間生産物・最終生産
物のいずれに課税するかで、失業への影響は定性的に変わらない事を示した。第三章は関連文献で
都市部失業量と失業率の区別が暖昧にされてきたことに注目し、両者の動きは相反しうるため区別
が重要であることを示した。第四章は、 Stolper-Sam uelson 定理と Rybzinski 定理を HTK 型失
業が存在する場合に拡張する議論を整理し、証明を改良した。第五章は Copeland & Taylor によ
る小国開放経済モデルに HTK 型失業を導入し、社会的に最適な環境税率と付随する失業率の関係
を明らかにした。第六章は Copeland & Taylor による二国貿易モデルに HTK 型失業を導入し、
自立経済下での失業率が貿易を通じて収散することを示した。 HTK 型失業の二国一般均衡分析は
前例がなく独自性が認められる。第七章は、南北の格差が貿易と資本の外部効果を通じて益々拡大
する Krugman の不均等発展のモデルに環境の支出を導入し、環境と不均衡発展の相互関連を分
+斤している。
以上の実証研究は先行研究の一定の理解に基づき、新しい知見ないし貢献を付け加えているもの
であり、今後に独立して研究活動に携わる為の資質を示している。よって本論文の審査の結果、博
士(経済学)として合格であるとする。
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